
書式第 12号 (法第 28条関係 )

事 業 報 告 用

令和 5年度  事 業 報 告 書

認定特定非営利 動法人ささえあい医療人権センタ―CttL(コ ムル)

1 事業の成果

講演活動や研修会の実施、委員派遣活動等については対面で実施されることが増え、コロナ前と同様

に普及啓発活動や政策提言活動を実施することができた。講演活動や SP(模擬患者)派遣などを通して、

コロナ禍で制限された医療者の対患者コミュニケーションの学習機会を提供できた。上記活動に加え、

電話相談等を通じて、患者が主体的に医療に参加するための普及啓発活動を行つた。

2 事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用 【29,200】 千円)
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書式第 13号 (法第 28条関係 )

令和5年度

事 業 報 告 用

活動計算書 (そ の他事業が上登場合)

認定特定非営利活動法人ささえあい医療人権センターco肛 (コ ムル)

6 433
1,445,000正会員受取会費

3,744,111受取寄附金

1,000,000受取報奨金

会報誌発行・講師派遣等の普及啓発活動収益

電話・手紙・FAX・ メール等による医療に関する相談事業収益

研修会・フォーラム・シンボジウム等の開催収益

SP(模擬患者)の活動収益
病院探検隊の実施収益
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1.585,100

6,219,169

1,288,430
21

4

053 247の

587受取利息
58

T~薔
~研

「

爾可E五

旅費交通費
通信運搬費
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書式第 15号 (法第 28条関係 )

事 業 報 告 用

認定特定非営利活動法人ささえあい医療人権センターcO肌 〈コムル)

2023年度 貸借対照表

金   額科

] ]

31.838,333
280,200

558,618
20,000

現金預金

未収入金

棚卸資産

前払費用

1

建物附属設備

什器備品

740,689
3

377,832
2
電話加入権

(3)投資その他の資産
事務所賃貸保証金
長期前払費用
退職給付引当特定預金

972.000
270,000

10,560,000

彊否T~TTIO
45,617.675【A】 資 産 合 計 ①+②

10,560,000退職給付引当金

[]]+

810.311
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預 り金

未払法人税等

41,412,376
235 0127

34.177.364

B-2

正

【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 +【 B-2】 45.617.675
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28

令和5年度 計算書類の注記 事 業 報 告 用

盟宇特 定非営利活動法人ささえあい 癬 人権 ヤ ンタ ー CO M L( コ ムル〕

重要な会計方針

計算書類の作成は、NPO法人会計基準 (2010年 7月 20日  2017年 12月 12日 最終改正  NPO法人会計基準協議会)に よって

います。

(1'棚卸資産の評価基準及び評価方法

最終仕入原価法を採用しています。

(2)固定資産の減価償却の方法

有形固定資産 定率法 (ただし.平成10年 4月 1日 以後に取得 した建物、平成28年 4月 1日 以後に取得した建物附属

設備及び構築物は定額法)を採用しています。無形固定資産 定額法を採用しています。
(3)引 当金の計上基準
・ 退職給付引当金

役員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき計上しております。

(4)施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理

(5)消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は税込経理方式によっています .

2.事 業別損益の状況

16

合計事業部門計 管理部門病院探検隊
の実施
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1 受取会費
2 受取寄附金
3 受取助成金等
4 事業収益
5 その他収益

経常収益計

Ⅱ 経常費用
(1,人 件費

給料手当

退職給付費用

法定福利費

福利厚生費
人件費計

(2,その他経費
旅費交通費

通信運搬費

印刷製本費

賃借費
諸謝金

活動費
書籍物品費
水道光熱費

支払保険料

消耗品費

支払手数料

租税公課

消費税

諸会費
交際費
減価償却費

雑費
その他経費計

経常費用計

当期経常増減額

■■団口回
■□□囮回
■□置頑団■■国回 ■壺□目回■ロロロロI■■■□■□□囮コ

■□田回■□回団■□回回■口回ロコ■■■□■■□□□

■璽□回国■コ田回■国田回ヨ1困□□□|

■囮回団 ■□ロロロ|



内容 金額 算定

■ ■

3.施 設の提供等の物的サービスの受入の内訳

方法

使途等が制約された寄附金等の内訳
使途等が制約された寄附金等の内訳 (正味財産の増減及び残高の状況)は以下の通りです。
当法人の正味財産は   円ですが、そのうち   円は、下記のように使途が特定されています。
したがって使途が制約されていない正味財産は   円です。

5.固 定資産の増減内訳

(単 円 )

6.借 入金の増減内訳

単 円 )

役員及びその近親者との取引の内容
役員及びその近親者との取引は以下の通りです。

(単位

その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために必要な事項

事業費と管理費の按分方法
給料手当、退職給付費用.法定福利費、福利厚生費、旅費交通費、光熱水料費、賃借費、災害保険料については
従事割合.消費税については収益事業割合に基づき按分しています。

内容 期首残高 当期増加額 当翔減少額 備 考

合計

科 目 期F取得価額 取 《 減少 朗人j,又 得価額 減価償却累計鮨 用木帳静う螢

3,7.832

915560

1. 673. 106

9,2.000

121. 500

9. 639.000

270.000

921.000

121.500

3,7.832

915560

1.673. 106

972.000

270.000

10. 560.000

201.871

1. 673. 103

377.832

!0.560.00

710.689

3

972.000

270 000

B.728.998 1191.000

有形固定資産
建物附属設備
什器備品

無形固定資産
電話加入権

投資その他の資産
敷金

長期前払費用
退職給付引当特定預金

合計 121.500 H.798.198 L877.9,1 12.920.524

科 目 期首残高 当期借入 当期返済

合計
■■■■
■■■■

■■■■■■■■■■■■
■■■■■■■■■■■■■

千斗Fl

計算書類に
計上された

金額

内、役員
との取引

内、近親
者及び支
配法人と
の取引

0'44111

1' S35 000

5.071. :50

119782

076 000

304.000

:1050,61 87,,782

(活 動計算書)~
受取寄附金

事業費 給料手当

管理費 給料手当
活動計算書計

(貸借対照表)

貸借対照表計
■■
■■■■一■一一



書式第 17号 (法第 28条関係 )

2023年度 財産目録

事 業 報 告 用

認定特定非営利活動法人ささえあい医療人権センターCO肛 (コムル)

金   額 小   計目~可
[~可F~万

~爾

558,6181

20,00020,000

三

二

三

り

ゆ

二

31,838 333

27 844口座番

通預 ロ f:そな銀行/ 森 町

入 金

店銀行/南

229,940
17,700
32,500

60

280,200

558,618
棚卸資産

書籍等

前払費用

事務所賃借更新保証料

現金預金

手元現金

りそな銀行/南森町支店 定期預金 口座番号

64,610

9,236,436
2,284,923

6.928
217.592

10,000,000
10,000,000

講演収入未収入金

その他謝金未収入金

消費税還付未収入金

法人税還付未収入金

菱旺J銀行/梅田新道支店 普通預金 口座番

菱
"J銀

行/梅田新道支店 普通預金 口座番

うちょ銀行/0九九 郵便貯金 口座番

井住友銀行/南森町支店 定期預金 口座番

740,692

740,689

什

建物附属設備
(1)

3ヱコ[`832

|

377,8321
(2)百形画更百百

電話加人権

12.920.524

2

3

11 802,000

972,000
の

270,000
10,560,000

事務所賃貸保証金

長期前払費用

事務所賃借更新料他

退職給付引当特定預金

45,617.675【A】 責 産 合 計 ①+②

未払法人税等

666,464
134.297
9,550

810,311
70,000

預 り金
源泉所得税
社会保険料
その他

880.311

10,560,00010,560,000退職給付引当金

10_500.000

2

□

11,440.311【B-1】 負 債 合 計 ③+④

34,177,364【B-2】 正 味 財 産 合 計 【A】 ― 【B-1】
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書式第 18号 (法第 28条関係 )

事 業 報 告 用

令和 5年度年間役員名簿 (前事業年度において役員であったことがある全■の氏名及び住所又は居所並

びにこれらの者についての前事業年度における報酬の有無を記●した名

")

謹赳鐘聾宣1堕菫鰹込
ささえあい医療人権センタ―C(HL(コ ムル)

1 確認事項 (法第 20条及び第 21条を確認の上、チェックを入れてください。)

□以下の役員には、欠格事由者が含まれません。(法第20条関係)

□各役員について、親族の規定に違反していません。(法第 21条関係)

2 役員一覧

役 名
どちらかにC)

(フ リガナ)

氏   名

前事業年度内の

就任期間

報酬を受けた期間

(該 当者のみに記入)

l 巨ヨ・監事
ヤマグチ イクコ

山口 育子

令和 5年 1月 1日

令和6年 3月 31日

年  月  日

年 月 日

2 理事・監事

アオキ キミコ

青木 貴美子

令和5年 4月 1日

令和6年 3月 31日

年

年

月

月

日

日

3 睡 ]・ 監事

カミノウ

上農

テツロ

哲朗

令和5年 4月 1日

令和6年 3月 31日

年 月

月

日

日年

4

クサバ テッシュ

草場 鉄周

令和5年 4月 1日

令和6年 3月 31日

年

年

月

月

日

日

5 睡]・ 監事
サカウエ コウイ

曰 _
′t

チ

坂 上

令和 5年 4月 1日

令和6年 3月 31日

年   月 日

日年   月

6 厘]・ 監事
ソン ナオタカ

孫 尚孝

 
令和 5年 4月 1日

令和6年 3月 31日

年 月

月

日

日年

7 匡垂卜監事
タグマ キヨアキ

田熊 清明

令和5年 4月 1日

令和6年 3月 31日

年   月   日

年'   
月   日

8 匡Ξ彊監事
ノグチ ハルミ

野 口 春美

令和 5年 4月 1日

令和 6年 3月 31日

年  月  日

年  月  日

9 匡三卜監事
フルコ シンヤ

古府 伸也

令和 5年 4月 1日

令和 6年 3月 31日

年

年

月

月

日

日

10 匡]・ 監事
マエカワ サヨコ

前川 佐与子

令和5年 4月 1日

令和6年 3月 31日

年 月

月

日

日年

匡]・ 監事



書式第 18号 (法第 28条関係 )

事 業 報 告 用

11

|
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|
|

|

|
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ミヤモ ト ツネヒコ

睡ヨ・監事
宮本 恒彦

令和5年 4月 1日

令和6年 3月 31日

年

　

年

月    日

月   日

12

[

|

|

|

|

コダマ ヤスシ

理事・圧 ]
児玉 安司

令和5年 4月 1日

令和6年 3月 31日

年

　

年

月

　

月

日



書式第 4号 (法第 10条・第 28条関係)

設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿 )

認定特定非営利活動法人ささえあい医療人権センターCOML(コ ムル)

氏   名

1 山口 育子

2 青木 貴美子

3 上農 哲朗

4 草場 鉄周

0 坂上 晃

6 孫 尚孝  

7 田熊 清明

8 野口 春美

9 古府 伸也

10 前川 佐与子

ll 宮本 恒彦




